
地
元
と
の
強
固
な
関
係
を
生
か
す
埼
玉
り
そ
な
銀
行

　

Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業
は
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
施
行
か

ら
18
年
で
、
件
数
６
０
９
件
、
契
約

金
額
約
５
・
５
兆
円
（
２
０
１
７
年

３
月
末
）
の
規
模
に
ま
で
積
み
上
が

っ
た
。
と
く
に
、
こ
の
２
〜
３
年
に

つ
い
て
は
各
種
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
整

え
ら
れ
、
ま
た
各
地
の
「
Ｐ
Ｐ
Ｐ
／

Ｐ
Ｆ
Ｉ
地
域
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」

な
ど
で
情
報
共
有
が
深
ま
る
な
ど
、

制
度
や
支
援
体
制
に
つ
い
て
充
実
が

図
ら
れ
て
き
た
。

　

案
件
内
容
と
し
て
は
、
Ｐ
Ｆ
Ｉ
ス

タ
ー
ト
当
初
か
ら
の
「
サ
ー
ビ
ス
購

入
型
」
が
約
７
割
を
占
め
る
が
、
大

型
の
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
案
件
の
運
営

が
始
ま
る
な
ど
、
新
た
な
段
階
に
入

っ
て
き
て
い
る
と
い
え
る
。

　

サ
ー
ビ
ス
購
入
型
に
お
い
て
は
、

融
資
で
関
与
す
る
地
域
銀
行
の
取
組

み
が
目
を
ひ
く
。

　

埼
玉
り
そ
な
銀
行
は
埼
玉
県
内
で

県
を
含
む
64
地
公
体
の
う
ち
61
団
体

の
指
定
金
融
機
関
と
な
っ
て
い
る
こ

と
も
あ
り
、
普
段
か
ら
各
地
公
体
と

リ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
深
め
て
い
る
。
埼

玉
県
内
の
Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
案
件
は

こ
れ
ま
で
に
35
件
実
施
さ
れ
、
こ
の

う
ち
の
約
半
分
は
事
業
に
伴
う
融
資

が
必
要
と
な
っ
た
案
件
だ
が
、
同
行

は
そ
の
融
資
案
件
の
多
く
に
か
か
わ

っ
て
い
る
。
本
年
４
月
に
は
担
当
す

る
公
共
法
人
部
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
支
援
室
を
地
域
ビ
ジ
ネ
ス
部
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
発
推
進
室
に
名
称
変

Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業
は
１
９
９
９
年
の
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
施
行
以
来
、
文
教
施
設
や
廃
棄
物
処
理
施
設
な
ど
サ
ー
ビ
ス
購

入
型
の
案
件
を
中
心
に
件
数
を
積
み
上
げ
て
き
た
。
近
年
は
空
港
、
有
料
道
路
、
下
水
道
な
ど
で
コ
ン
セ

ッ
シ
ョ
ン
方
式
の
募
集
、
運
用
が
始
ま
る
な
ど
、
手
法
も
高
度
化
し
て
き
て
い
る
。
法
制
度
や
情
報
共
有

の
支
援
体
制
は
ほ
ぼ
整
え
ら
れ
て
き
た
が
、
金
融
機
関
、
地
公
体
、
事
業
者
は
そ
れ
ぞ
れ
の
立
場
で
課
題

も
抱
え
て
い
る
状
況
だ
。
全
国
各
地
の
地
公
体
で
の
底
上
げ
に
向
け
て
こ
れ
か
ら
が
正
念
場
と
な
る
。
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日
本
市
場
が
取
引
量
で

世
界
一
位
に

　

ビ
ッ
ト
コ
イ
ン
が
過
去
最
高
値
の
水
準
で
推
移

し
て
い
る
。
８
月
１
日
の
分
裂
騒
動
前
、
１
ビ
ッ

ト
コ
イ
ン
＝
30
万
円
前
後
で
推
移
し
て
い
た
相
場

は
、
さ
ほ
ど
の
混
乱
も
な
く
騒
動
を
乗
り
越
え
る

と
グ
ン
グ
ン
と
上
値
を
追
い
、
９
月
２
日
に
は
55

万
円
を
超
え
る
取
引
所
も
み
ら
れ
た
。
し
か
し
、

９
月
14
日
、
中
国
が
人
民
元
建
て
の
仮
想
通
貨
取

引
所
の
閉
鎖
を
通
知
す
る
と
、
日
本
の
取
引
所
も

影
響
を
受
け
、
一
時
30
万
円
台
前
半
ま
で
下
落
。

そ
の
後
は
ふ
た
た
び
値
を
戻
し
、
お
お
む
ね
45
万

〜
55
万
円
の
レ
ン
ジ
で
高
止
ま
り
し
て
い
る
。

　

過
去
、
下
落
局
面
を
た
び
た
び
迎
え
つ
つ
も
、

ビ
ッ
ト
コ
イ
ン
価
格
は
今
年
７
月
と
比
べ
て
１
・

５
倍
、
年
初
と
比
べ
る
と
５
倍
、
２
年
前
と
比
べ

る
と
実
に
10
倍
も
上
昇
し
て
い
る
（
図
表
）。
こ

の
急
上
昇
に
対
し
て
、
Ｊ
Ｐ
モ
ル
ガ
ン
の
ジ
ェ
イ

ミ
ー
・
ダ
イ
モ
ン
Ｃ
Ｅ
Ｏ
は
９
月
中
旬
、「（
17
世

紀
後
半
に
オ
ラ
ン
ダ
で
起
き
た
）
チ
ュ
ー
リ
ッ
プ

・
バ
ブ
ル
よ
り
ひ
ど
い
」「
本
物
で
は
な
い
。
い
つ

か
終
わ
る
」と
批
判
。一
方
、
ゴ
ー
ル
ド
マ
ン
・
サ

ッ
ク
ス
は
、
顧
客
の
仮
想
通
貨
に
対
す
る
関
心
の

高
ま
り
を
背
景
に
、「
仮
想
通
貨
関
連
業
務
へ
の

参
入
を
検
討
し
て
い
る
」
と
報
じ
ら
れ
る
な
ど
、

世
界
的
に
も
評
価
が
分
か
れ
て
い
る
状
況
だ
。

　

な
か
で
も
活
況
を
呈
し
て
い
る
の
が
日
本
市
場
。

７
、
８
、
９
月
の
月
間
取
引
量
は
、
約
３
０
０
０

億
円
、
８
０
０
０
億
円
、
１
・
１
兆
円
と
ハ
イ
ペ

ー
ス
で
増
大
し
て
い
る
。
い
ま
や
日
本
市
場
は

「
世
界
の
取
引
量
の
３
〜
４
割
を
占
め
、
米
国
、

韓
国
、
中
国
を
抜
い
て
１
位
に
躍
り
出
た
」（
ビ

ッ
ト
コ
イ
ン
業
界
関
係
者
）
と
い
わ
れ
て
い
る
。

法
整
備
で
資
金
流
入
に
拍
車

　

日
本
が
世
界
一
の
ビ
ッ
ト
コ
イ
ン
市
場
に
な
っ

た
背
景
に
は
、
今
年
４
月
に
施
行
さ
れ
た
改
正
資

金
決
済
法
が
あ
る
。
同
法
で
は
「
仮
想
通
貨
と
は

何
か
」を
定
義
し
、仮
想
通
貨
と
法
定
通
貨
の
売
買

を
行
う
交
換
所
に
登
録
制
を
導
入
。
そ
の
仮
想
通

貨
交
換
業
者
に
分
別
管
理
義
務
な
ど
を
課
し
た
。

同
法
の
施
行
で
「
仮
想
通
貨
の
投
資
家
保
護
に
お

い
て
日
本
が
世
界
で
頭
一
つ
リ
ー
ド
し
た
」（
フ
ィ

ス
コ
デ
ジ
タ
ル
ア
セ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の
田
代
昌
之

代
表
取
締
役
）と
評
価
さ
れ
て
お
り
、「
８
月
の
分

裂
騒
動
前
後
か
ら
欧
米
ヘ
ッ
ジ
フ
ァ
ン
ド
か
ら
の

資
金
流
入
が
増
え
始
め
た
」（
同
）と
い
う
。

　

加
え
て
、
中
国
の
投
資
家
か
ら
も
資
金
流
入
が

相
次
い
で
い
る
。
あ
る
大
手
取
引
所
の
幹
部
は
、

「
中
国
の
よ
う
に
政
府
が
突
然
介
入
し
て
取
引
所

が
閉
鎖
さ
れ
る
こ
と
は
日
本
で
は
起
こ
り
え
な
い
。

中
国
人
投
資
家
の
日
本
市
場
へ
の
安
心
感
と
期
待

値
は
非
常
に
高
い
」と
話
す
。
こ
の
間
の
猛
烈
な

資
金
流
入
は
、中
国
の
〝
禁
止
型
規
制
〞に
対
し
、

日
本
の〝
投
資
家
保
護
型
規
制
〞
の
勝
利
と
い
え

る
か
も
し
れ
な
い
。

　

日
本
の
独
立
系
資
産
運
用
会
社
で
あ
る
Ｇ
Ｃ
Ｉ

ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
山
内
英
貴
Ｃ
Ｅ
Ｏ
は
、

ビ
ッ
ト
コ
イ
ン
に
つ
い
て
「
市
場
流
動
性
や
規
模

な
ど
、
顧
客
資
産
の
投
資
対
象
と
し
て
は
ま
だ
不

適
格
」
と
し
つ
つ
も
、「
ボ
ラ
テ
ィ
リ
テ
ィ
の
あ

る
市
場
と
い
う
点
で
収
益
機
会
の
可
能
性
を
感
じ

る
。
自
己
資
金
に
よ
る
パ
イ
ロ
ッ
ト
運
用
等
で
研

究
し
て
い
る
段
階
」
と
明
か
す
。

　

最
近
の
相
場
上
昇
要
因
と
し
て
は
、
ほ
か
に
も

「（
ビ
ッ
ト
コ
イ
ン
以
外
の
仮
想
通
貨
を
指
す
）

ア
ル
ト
コ
イ
ン
の
ニ
ー
ズ
や
Ｉ
Ｃ
Ｏ
の
増
加
に
よ

っ
て
、
仮
想
通
貨
の
基
軸
通
貨
で
あ
る
ビ
ッ
ト
コ

仮
想
通
貨
の
投
資
家
保
護
姿
勢
を
打
ち
出
し
た
今
年
４
月
施
行
の
改
正
資
金
決
済
法
に
よ
り
、

世
界
中
の
資
金
が
日
本
の
ビ
ッ
ト
コ
イ
ン
市
場
に
流
入
し
、
世
界
一
位
の
取
引
量
と
な
っ
て
い

る
。
価
値
の
尺
度
が
な
い
ビ
ッ
ト
コ
イ
ン
は
ボ
ラ
タ
イ
ル
に
動
く
特
性
が
あ
る
が
、
収
益
機
会

の
可
能
性
な
ど
に
支
え
ら
れ
、
相
場
下
落
局
面
も
こ
れ
ま
で
は
押
し
目
買
い
の
好
機
と
な
っ
て

い
る
。
こ
う
し
た
な
か
、
ビ
ッ
ト
コ
イ
ン
価
格
は
２
年
前
の
10
倍
に
急
上
昇
。
は
た
し
て
こ
の

値
動
き
は
ビ
ッ
ト
コ
イ
ン
の
実
力
な
の
か
、
そ
れ
と
も
ま
も
な
く
萎
む
バ
ブ
ル
な
の
か
。

価
格
が
２
年
前
の
10
倍
に
！ 

ビ
ッ
ト
コ
イ
ン
は
バ
ブ
ル
な
の
か
？
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恒
久
減
税
を
実
現
す
る

た
め
の
ハ
ー
ド
ル
は
高
い

　

米
国
の
ホ
ワ
イ
ト
ハ
ウ
ス
と
議
会

共
和
党
指
導
部
は
９
月
27
日
、
税
制

改
革
案
を
公
表
し
た
。
法
人
税
減
税
、

産
業
空
洞
化
の
阻
止
、
課
税
ベ
ー
ス

の
拡
大
、
中
所
得
者
向
け
所
得
税
減

税
、
税
控
除
の
廃
止
、
税
制
の
簡
素

化
が
目
標
と
し
て
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。

具
体
的
な
法
案
作
成
の
た
た
き
台
で

あ
り
、
不
確
定
要
素
も
多
い
が
、
今

後
の
税
制
改
正
議
論
は
こ
の
改
革
案

を
軸
に
展
開
さ
れ
る
公
算
が
大
き
い
。

　

米
国
に
お
け
る
今
回
の
税
制
改
革

の
第
一
の
目
的
は
、
先
進
国
の
な
か

で
も
き
わ
め
て
高
い
水
準
に
な
っ
た

法
人
税
率
を
引
き
下
げ
、
税
制
を
簡

素
化
し
、
米
国
企
業
の
競
争
力
を
改

善
さ
せ
る
点
に
あ
る
。
今
後
の
重
要

な
論
点
に
な
る
と
予
想
さ
れ
る
の
は
、

①
法
人
税
減
税
を
︵
時
限
法
で
は
な

く
︶
恒
久
的
な
措
置
と
し
て
実
施
で

き
る
の
か
、
②
減
税
に
よ
る
財
政
赤

字
拡
大
を
懸
念
す
る
一
部
の
共
和
党

議
員
を
説
得
で
き
る
の
か
、
③
個
人

所
得
税
減
税
が
税
引
後
の
所
得
分
配

を
ど
う
変
え
る
か
、
の
３
点
だ
。

　

こ
れ
ら
の
論
点
を
考
察
す
る
に
あ

た
り
、
ま
ず
は
米
国
議
会
を
と
り
ま

く
環
境
と
、
税
制
改
革
法
案
の
予
想

さ
れ
る
審
議
プ
ロ
セ
ス
に
つ
い
て
説

明
し
た
い
。
議
会
共
和
党
は
、
連
邦

議
会
の
上
下
両
院
と
も
に
過
半
数
議

席
を
有
し
て
い
る
が
、
上
院
の
保
有

議
席
は
全
１
０
０
議
席
中
52
席
に
と

ど
ま
り
、
少
数
政
党
に
よ
る
議
事
妨

害
を
回
避
す
る
の
に
必
要
な
絶
対
安

定
多
数
で
あ
る
60
議
席
を
下
回
る
。

し
た
が
っ
て
、
野
党
民
主
党
の
協
力

が
な
け
れ
ば
、
通
常
の
審
議
プ
ロ
セ

ス
で
は
共
和
党
が
推
す
税
制
改
革
案

は
成
立
し
な
い
。
そ
こ
で
議
会
共
和

９
月
27
日
に
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
と
共
和
党
執
行
部
が
示
し
た
税
制
改
革
案
を
巡
っ
て
、
早
く
も
共
和
党
内

か
ら
反
対
意
見
が
出
る
な
ど
、
今
後
の
混
乱
が
予
想
さ
れ
る
。
焦
点
の
法
人
税
減
税
は
、
財
政
赤
字
を
穴

埋
め
す
る
新
た
な
税
収
源
の
確
保
が
困
難
な
た
め
、
恒
久
的
な
措
置
が
実
現
す
る
可
能
性
は
低
い
。
所
得

税
減
税
は
富
裕
層
に
有
利
な
内
容
に
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
大
統
領
選
で
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
を
支
持
し

た
中
低
所
得
層
の
支
持
を
つ
な
ぎ
と
め
る
意
味
で
も
、
税
制
改
革
案
の
内
容
を
修
正
す
る
必
要
が
生
じ
る

と
み
ら
れ
る
。
最
終
的
に
は
、
共
和
党
は
法
人
税
減
税
を
断
念
し
、
法
人
税
減
税
に
比
べ
て
政
治
的
に
合

意
が
得
や
す
い
所
得
税
減
税
を
10
年
間
の
時
限
措
置
と
し
て
成
立
さ
せ
る
の
で
は
と
予
想
す
る
。
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